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　ユーロ圏も、アメリカとおおむね同様の景気

パスを辿ると想定される。ユーロ圏特有の事情

として、統一通貨圏であるがゆえの金融・財政

政策面の様々な制約が足枷となるため、機動的

かつ有効な追加景気対策が講じられる蓋然性は

アメリカ以上に低い。このため、2010年初から

見込まれるマイナス成長の期間はアメリカに比

べて長引くと予想される。

　日本は、政権交代に伴う政策変更が撹乱要因

となる。政策効果の剥落が予想されるのは米欧

と同様ながら、民主党政権による公共事業の削

減方針が、当面の景気へのマイナス影響をより

大きくする恐れがある。一方、2010年度入り以

降は政権公約である「子ども手当」など家計に

手厚い様々な施策が実行段階に入ることにより、

家計の所得・消費に押し上げ効果が働く見通し

である。もっとも、その一方で財源確保のため

の公共投資・政府支出の削減は続くため、全体

として力強い景気押し上げには至らないと予想

される。

（2）新興国景気は底堅い回復傾向が持続

　2009年の新興国経済は、強力な内需刺激策を

早期に打ち出した中国や、元来内需主導型の経

済構造を持つインド、インドネシアといった

国々が、底堅い成長を維持した。これに牽引さ

れる格好で、周辺の外需依存度が高い国々も比

較的早期に景気後退からの脱却を遂げた。先行

きも、欧米発の危機をくぐり抜けるなかで、周

辺国をはじめとする他の新興国との紐帯を一段

と強めた中国経済の行方がカギとなる。

　中国では、成長が加速する一方、金融緩和策

に伴う過剰流動性やインフレの懸念が強まり始

めているため、経済政策のスタンスは2009年の

成長最優先から、景気回復を持続させつつも、

過熱の防止にも注力する方針へと移行する公算

が大きい。小幅なスピード調整策を織り交ぜつ

つも、基本的には金融の緩和政策は維持される

とともに、2010年度分の投資プロジェクトが予

定通り執行されることなどにより、内需を中心

とする順調な景気回復が続くと予想される。中

国経済の回復持続により、周辺アジア諸国も基

本的に底堅い回復基調が維持される見通しであ

る。

　以下では、各国・地域の現状と展望について、

より詳しく解説する。
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